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益証券およびクラスＪ受益証券（後払手数料）を報告の対象としている。
 

 

EDINET提出書類

フランクリン・アドバイザーズ・インク(E40158)

半期報告書（外国投資信託受益証券）

 1/82



１【ファンドの運用状況】

（１）【投資状況】

①　資産別および地域別の投資状況

（2024年11月末日現在）

資産の種類 国　名 時価合計（米ドル） 投資比率（％）

外国投資信託 ケイマン諸島 206,649,462 100.47

現金・その他の資産

（負債控除後）
－976,363 －0.47

合計（純資産総額）
205,673,099

（約31,003百万円）
100.00

（注１）投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいう。以下同じ。

（注２）アメリカ合衆国ドル（以下「米ドル」という。）の円貨換算は、別段の記載のない限り、便宜上、2024年11月29日現在

における株式会社三菱UFJ銀行の対顧客電信売買相場の仲値（１米ドル＝150.74円）による。以下同じ。

（注３）ファンドはケイマン諸島の法律に基づいて設定されているが、ファンド証券は米ドル建てのため、以下の金額表示は別

段の記載がない限り米ドル貨をもって行う。

（注４）本書の中で金額および比率を表示する場合、四捨五入または切り捨てて記載している。従って、合計の数字が一致しな

い場合がある。また、円貨への換算は、本書の中でそれに対応する数字につき所定の換算率で単純計算のうえ、必要な

場合四捨五入してある。従って、本書中の同一情報につき異なった円貨表示がなされている場合もある。

 

②　投資資産

（ⅰ）投資有価証券の主要銘柄

（2024年11月末日現在）

順位 銘　柄 国　名 業種
口数

（口）

取得原価（米ドル） 時価（米ドル） 投資

比率

（％）単価 金額 単価 金額

１

パトナム・ディ

バーシファイド・

インカム・トラス

ト（ケイマン）マ

スター・ファンド

ケイマン

諸島
- 37,155,915 8.80 327,077,230 5.56 206,649,462 100.47

 

マスター・ファンドの投資有価証券の主要銘柄

（2024年11月末日現在）

順位 銘柄

１ FNMA FN30 TBA UMBS 05.5000 12/01/2054

２ FNMA FN30 TBA UMBS 06.5000 12/01/2054

３ GNMA Gii30 TBA 04.5000 12/01/2054

４ GNMA Gii30 TBA 05.5000 12/01/2054

５ GNMA Gii30 TBA 05.0000 12/01/2054

６ GNMA Gii30 TBA 04.0000 12/01/2054

７ Stacr 2016-Dna1 B 14.8485 07/25/2028

８ FNMA FN30 TBA UMBS 05.0000 12/01/2054

９ CAS 2016-C02 1B 17.0985 09/25/2028

10 FNMA FN30 TBA UMBS 02.5000 12/01/2054

（注）2024年11月末日現在のマスター・ファンドの保有ポートフォリオの26.13％を表す。
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（ⅱ）投資不動産物件

該当事項なし（2024年11月末日現在）。

 

（ⅲ）その他投資資産の主要なもの

該当事項なし（2024年11月末日現在）。
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（２）【運用実績】

①【純資産の推移】

2024年11月末日までの１年間における各月末の純資産の推移は次のとおりである。

 

 純資産総額 一口当たり純資産価格

 千米ドル 百万円 米ドル 円

2023年12月末日 225,378 33,973
クラスＭ 5.33 803

クラスＪ 5.43 819

2024年１月末日 223,259 33,654
クラスＭ 5.33 803

クラスＪ 5.43 819

２月末日 219,958 33,156
クラスＭ 5.32 802

クラスＪ 5.42 817

３月末日 219,263 33,052
クラスＭ 5.35 806

クラスＪ 5.45 822

４月末日 210,985 31,804
クラスＭ 5.23 788

クラスＪ 5.34 805

５月末日 209,558 31,589
クラスＭ 5.28 796

クラスＪ 5.39 812

６月末日 209,769 31,621
クラスＭ 5.32 802

クラスＪ 5.43 819

７月末日 211,996 31,956
クラスＭ 5.42 817

クラスＪ 5.53 834

８月末日 210,412 31,718
クラスＭ 5.47 825

クラスＪ 5.58 841

９月末日 211,077 31,818
クラスＭ 5.51 831

クラスＪ 5.63 849

10月末日 205,028 30,906
クラスＭ 5.40 814

クラスＪ 5.52 832

11月末日 205,673 31,003
クラスＭ 5.46 823

クラスＪ 5.57 840
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②【分配の推移】

 

 
一口当たり分配金

米ドル 円

2023年12月
クラスＭ 0.020 3.01

クラスＪ 0.017 2.56

2024年１月
クラスＭ 0.020 3.01

クラスＪ 0.017 2.56

２月
クラスＭ 0.020 3.01

クラスＪ 0.017 2.56

３月
クラスＭ 0.020 3.01

クラスＪ 0.017 2.56

４月
クラスＭ 0.020 3.01

クラスＪ 0.017 2.56

５月
クラスＭ 0.020 3.01

クラスＪ 0.017 2.56

６月
クラスＭ 0.020 3.01

クラスＪ 0.017 2.56

７月
クラスＭ 0.020 3.01

クラスＪ 0.017 2.56

８月
クラスＭ 0.020 3.01

クラスＪ 0.017 2.56

９月
クラスＭ 0.020 3.01

クラスＪ 0.017 2.56

10月
クラスＭ 0.020 3.01

クラスＪ 0.017 2.56

11月
クラスＭ 0.020 3.01

クラスＪ 0.017 2.56

（注）一口当たり分配金のデータは税引き前の数字である。
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③【収益率の推移】

 

直近１年間
収益率

（注）

クラスＭ クラスＪ

2023年12月１日～2024年11月30日 9.81％ 9.09％

 

（注）収益率（％）＝100 × 〔  
期末NAV×A

－ 1 〕
期首NAV

 

Ａ＝上記期間中の各月についての「一口当たり分配額／分配落NAV＋１」を計算して掛け合わせた数値

ただし、期末NAVとは2024年11月30日現在の一口当たり純資産価格をいい、期首NAVとは、2023年11月30日現在の一口当たり

純資産価格をいう。

 

（参考情報）

 

（注１）純資産総額は、クラスＪ受益証券（後払手数料）を含むファンド全体の数字である。

（注２）分配金再投資一口当たり純資産価格は、税引前の分配金を分配時にファンドへ再投資したとみなして算出したものであ

る。

（注３）ファンドの運用実績は、あくまで過去の実績であり、将来の運用成果を約束するものではない。
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２【販売及び買戻しの実績】

2024年11月末日までの１年間における販売および買戻しの実績ならびに2024年11月末日現在の発行済口

数は次のとおりである。

クラスＭ受益証券

 販売口数 買戻口数 発行済口数

2023年12月１日～

2024年11月30日

169,780 1,419,110 11,026,735

(169,780) (1,419,110) (11,026,735)

（注）括弧内の数字は、本邦内における販売口数、買戻口数および発行済口数を表す。以下同じ。

 

クラスＪ受益証券

 販売口数 買戻口数 発行済口数

2023年12月１日～

2024年11月30日

0 3,597,637 26,129,179

(0) (3,597,637) (26,129,179)
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３【ファンドの経理状況】

 

ａ．　ファンドの日本文の中間財務書類は、ケイマン諸島における諸法令に準拠して作成された原文の中間

財務書類を翻訳したものである（ただし、円換算部分を除く。）。これは、「特定有価証券の内容等の

開示に関する内閣府令」に基づき、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」第328条第５

項ただし書の規定の適用によるものである。

 

ｂ．　ファンドの原文の中間財務書類は、外国監査法人等（公認会計士法（昭和23年法律第103号）第１条の

３第７項に規定する外国監査法人等をいう。）の監査を受けていない。

 

ｃ．　ファンドの原文の中間財務書類は米ドルで表示されている。日本文の中間財務書類には、主要な金額

について円換算額が併記されている。日本円への換算には2024年11月29日現在における株式会社三菱UFJ

銀行の対顧客電信売買相場の仲値（１米ドル＝150.74円）が使用されている。なお、千円未満の金額は

四捨五入されている。
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（１）【資産及び負債の状況】

 

パトナム・ディバーシファイド・インカム・トラスト・ファンズ（ケイマン）

財政状態計算書（未監査）

（米ドル表示）

 

2024年10月31日現在

資産 米ドル 千円

流動資産

損益を通じて公正価値で測定される金融資産 265,603,114  40,037,013

決済待ちの投資有価証券売却 45,558,424  6,867,477

先物契約に係る未収変動証拠金 23,304  3,513

未収利息およびその他の未収金 1,930,394  290,988

現金および現金等価物 9,646,421  1,454,102

ブローカー預金 3,629,080  547,048

資産合計 326,390,737  49,200,140

   

負債    

流動負債    

損益を通じて公正価値で測定される金融負債 50,232,939  7,572,113

決済待ちの投資有価証券購入 67,174,736  10,125,920

決済待ちの受益証券買戻し 158,730  23,927

中央清算機関で清算されるスワップ契約に係る

未払変動証拠金 211,128  31,825

未払管理報酬 647,184  97,557

未払保管および管理事務代行報酬 82,682  12,463

特定のデリバティブ契約に係る担保、時価評価額 2,049,259  308,905

ブローカーへの未払金 47,841  7,212

その他の未払費用 615,397  92,765

負債合計（買戻可能受益証券の保有者に帰属する

純資産を除く） 121,219,896  18,272,687

   

公正価値で測定される買戻可能受益証券の

保有者に帰属する純資産 205,170,841  30,927,453

   

ケイマン籍パトナム・ディバーシファイド・インカム・

トラストの買戻可能受益証券の保有者に帰属する純資産 205,027,983  30,905,918

EDINET提出書類

フランクリン・アドバイザーズ・インク(E40158)

半期報告書（外国投資信託受益証券）

 9/82



 

パトナム・ディバーシファイド・インカム・トラスト・ファンズ（ケイマン）

包括損益計算書（未監査）

（米ドル表示）

 

2024年10月31日に終了した６か月間

米ドル 千円

運用収益

損益を通じて公正価値で測定される金融資産および

金融負債からの利息 7,362,245  1,109,785

外貨建資産および負債に係る

実現および未実現純利益／（損失） 14,658  2,210

損益を通じて公正価値で測定される金融資産および

金融負債に係る実現および未実現純利益／（損失） 5,686,679  857,210

運用収益合計 13,063,582  1,969,204

   

運用費用    

管理報酬 1,510,882  227,750

保管報酬 36,500  5,502

管理事務代行報酬 28,939  4,362

名義書換事務代行報酬 188,287  28,382

受託報酬 32,300  4,869

監査報酬 47,481  7,157

その他の費用 38,566  5,813

管理会社からの払戻し (159,908) (24,105)

運用費用合計 1,723,047  259,732

運用利益 11,340,535  1,709,472

   

財務費用    

買戻可能受益証券の保有者に対する分配金 (4,128,213) (622,287)

分配金控除後利益 7,212,322  1,087,185

運用による買戻可能受益証券の保有者に帰属する

純資産の増加 7,212,322  1,087,185
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（２）【投資有価証券明細表等】

 

ケイマン籍パトナム・ディバーシファイド・インカム・トラスト

統計表

2024年10月31日に終了した６か月間（未監査）

(米ドル表示）

ファンドの投資有価証券明細表

投資有価証券

取得原価（米ドル） 資産名 時価（米ドル）

181,003,732

パトナム・ディバーシファイド・インカム・

トラスト（ケイマン）マスター・ファンド 205,764,117

       

       

       

受益証券口数 クラスＪ クラスＭ

期首残高 28,060,385 11,710,015

期中発行および払込受益証券 －  138,950

期中買戻受益証券 (1,765,295)  (748,610)

期末残高 26,295,090  11,100,355

 

 

 

純資産概要

クラスＪ 一口当たり純資産価格（米ドル） 純資産（米ドル）

2024年４月30日 5.34 149,729,709

2024年10月31日 5.52 145,043,457

変動割合 3.37 ％ (3.13)％

クラスＭ 一口当たり純資産価格（米ドル） 純資産（米ドル）

2024年４月30日 5.23 61,255,717

2024年10月31日 5.40 59,984,527

変動割合 3.25 ％ (2.08)％
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４【管理会社の概況】

 

（１）【資本金の額】

管理会社の2024年９月末日現在の出資者持分合計は、78,008,919米ドル
（注）

（未監査）（約118億

円）である。

（注）全額払込済み普通株式

 

（２）【事業の内容及び営業の状況】

管理会社は、フランクリン・テンプルトンおよび／または子会社のブランド名で事業を行う子会社を有

する持株会社であるフランクリン・リソーシズ・インクの完全子会社である。

2024年11月末日現在、管理会社は、以下の登録投資信託を管理している。

（2024年11月末日現在）

設立国または運用が

行われている国
基本的性格 本数

純資産総額

（百万ドル）

米国

クローズド・エンド型

ボンド・ファンド
７ 2,394.9 

オープン・エンド型

ミックスド・アセット・

ファンド

102 100,383.9 

オープン・エンド型

ボンド・ファンド
97 102,738.6 

オープン・エンド型

エクイティ・ファンド
39 109,370.7 

オーストラリア
オープン・エンド型

エクイティ・ファンド
２ 54.7 

バミューダ
オープン・エンド型

ボンド・ファンド
１ 67.5 

カナダ

オープン・エンド型

ミックスド・アセット・

ファンド

１ 266.1 

アイルランド

オープン・エンド型

ミックスド・アセット・

ファンド

３ 104.5 

オープン・エンド型

ボンド・ファンド
５ 1,210.9 

日本

オープン・エンド型

ボンド・ファンド
１ 1.1 

オープン・エンド型

エクイティ・ファンド
１ 525.6 
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ルクセンブルグ

オープン・エンド型

ミックスド・アセット・

ファンド

７ 9,119.8 

オープン・エンド型

ボンド・ファンド
15 11,669.1 

オープン・エンド型

エクイティ・ファンド
11 22,397.6 

イギリス

オープン・エンド型

ボンド・ファンド
１ 23.8 

オープン・エンド型

エクイティ・ファンド
１ 99.1 

合計 294 360,428.1 

 

（３）【その他】

本書提出前６か月以内において訴訟事件その他管理会社に重要な影響を与えた事実、または与えると

予想される事実はない。
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５【管理会社の経理の概況】

 

ａ．　管理会社の直近２事業年度の日本文の財務書類は、米国において一般に公正妥当と認められる会計原

則に準拠して作成された2023年および2022年９月30日終了年度の原文の監査済財務書類（以下「原文の

財務書類」という。）を翻訳したものである（ただし、円換算部分を除く。）。これは、「特定有価証

券の内容等の開示に関する内閣府令」に基づき、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規

則」第328条第５項ただし書の規定の適用によるものである。

 

ｂ．　管理会社の原文の財務書類は、外国監査法人等（公認会計士法（昭和23年法律第103号）第１条の３第

７項に規定する外国監査法人等をいう。）であるプライスウォーターハウスクーパース　エルエルピー

から、「金融商品取引法」（昭和23年法律第25号）第193条の２第１項第１号に規定する監査証明に相当

すると認められる証明を受けており、当該監査証明に相当すると認められる証明に係る監査報告書に相

当するもの（翻訳文を含む。）が当該財務書類に添付されている。

 

ｃ．　管理会社の原文の財務書類は、米ドルで表示されている。日本文の財務書類には、主要な金額につい

て、2024年11月29日現在における株式会社三菱ＵＦＪ銀行の対顧客電信売買相場の仲値（１米ドル＝

150.74円）を使用して換算された円換算額が併記されている。なお、千円未満の金額は四捨五入されて

いる。円換算額は、四捨五入のため合計欄の数値が総数と一致しない場合がある。円換算額は原文の財

務書類には記載されておらず、上記ｂの監査証明に相当すると認められる証明の対象になっていない。
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（１）【資産及び負債の状況】

 

フランクリン・アドバイザーズ・インク

連結貸借対照表

 

 2023年９月30日現在

 千米ドル  千円

資産    

現金および現金同等物 239,809  36,148,809

未収金 102,677  15,477,531

投資（公正価値による28,846千米ドル（4,176,901千円）を含
む）

55,634  8,386,269

繰延税金 33,766  5,089,887

その他 11,274  1,699,443

資産合計 443,160  66,801,938

負債    

関連事業体に対する債務（純額） 70,802  10,672,693

未払報酬および給付金 93,909  14,155,843

未払金および未払費用 12,171  1,834,657

所得税 121,125  18,258,383

負債合計 298,007  44,921,575

契約債務および偶発債務（注記７）    

株主持分    

無額面普通株式、授権・発行・流通株式数1,000千株 －  －

追加払込済資本 78,009  11,759,077

利益剰余金 66,908  10,085,712

その他の包括損失累計額 －  －

フランクリン・アドバイザーズ・インクの株主持分合計 144,917  21,844,789

償還不能非支配持分 236  35,575

株主持分合計 145,153  21,880,363

負債および株主持分合計 443,160  66,801,938

 

 

連結財務諸表に対する注記を参照のこと。
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（２）【損益の状況】

 

フランクリン・アドバイザーズ・インク

連結損益および包括利益計算書

 

  

 2023年９月30日に終了した事業年度

 千米ドル  千円

営業収益    

投資運用報酬 1,488,143  224,322,676

関連事業体からのサービス報酬 27,993  4,219,665

営業収益合計 1,516,136  228,542,341

営業費用    

ファンド関連費用 239,222  36,060,324

広告宣伝費 234,594  35,362,700

報酬および給付費用 240,746  36,290,052

販売およびマーケティング費用 197,781  29,813,508

情報システムおよびテクノロジー費用 43,074  6,492,975

一般管理費およびその他 124,044  18,698,393

営業費用合計 1,079,461  162,717,951

営業利益 436,675  65,824,390

投資およびその他の収益（純額） 16,762  2,526,704

税引前利益 453,437  68,351,093

所得税 103,308  15,572,648

フランクリン・アドバイザーズ・インクに帰属する当期純利益 350,129  52,778,445

その他の包括利益 82  12,361

フランクリン・アドバイザーズ・インクに帰属する包括利益 350,211  52,790,806

 

 

連結財務諸表に対する注記を参照のこと。
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フランクリン・アドバイザーズ・インク

連結株主持分計算書

 

2023年９月30日に終了した事業年度

 普通株式       

 株数 金額

追加払込済

資本 利益剰余金

その他の包括

利益（損失）

累計額

フランクリ

ン・アドバイ

ザーズ・イン

クの株主持分

合計

償還不能非支

配持分 株主持分合計

 千株 千米ドル 千米ドル 千米ドル 千米ドル 千米ドル 千米ドル 千米ドル

2022年10月１日

残高
1,000 － 78,009 166,779 (82) 244,706 229 244,935

当期純利益 － － － 350,129 － 350,129 － 350,129

その他の包括利

益
－ － － － 82 82 － 82

親会社に対する

配当金
－ － － (450,000) － (450,000) － (450,000)

サ ブ ス ク リ プ

ション
－ － － － － － 7 7

2023年９月30日

残高
1,000 － 78,009 66,908 － 144,917 236 145,153

         

 

2023年９月30日に終了した事業年度

 普通株式       

 株数 金額

追加払込済

資本 利益剰余金

その他の包括

利益（損失）

累計額

フランクリ

ン・アドバイ

ザーズ・イン

クの株主持分

合計

償還不能非支

配持分 株主持分合計

 千株 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

2022年10月１日

残高
1,000 － 11,759,077 25,140,266 (12,361) 36,886,982 34,519 36,921,502

当期純利益 － － － 52,778,445 － 52,778,445 － 52,778,445

その他の包括利

益
－ － － － 12,361 12,361 － 12,361

親会社に対する

配当金
－ － － (67,833,000) － (67,833,000) － (67,833,000)

サ ブ ス ク リ プ

ション
－ － － － － － 1,055 1,055

2023年９月30日

残高
1,000 － 11,759,077 10,085,712 － 21,844,789 35,575 21,880,363

         

 

連結財務諸表に対する注記を参照のこと。
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フランクリン・アドバイザーズ・インク

連結キャッシュ・フロー計算書

 

 2023年９月30日に終了した事業年度

 千米ドル  千円

当期純利益 350,129  52,778,445

当期純利益を営業活動により得た現金純額に調整するための調整：    

繰延所得税 (1,553) (234,099)

その他 (161) (24,269)

営業資産および負債の増減：    

未収金およびその他の増加 (336) (50,649)

投資の減少（純額） 2,884  434,734

関連事業体に対する債務の減少（純額) (48,022) (7,238,836)

未払報酬および給付金の減少 (5,014) (755,810)

未払金および未払費用の減少 (2,000) (301,480)

親会社に対する未払所得税の増加 92,413  13,930,336

営業活動により得た現金純額 388,340  58,538,372

    

投資の購入 (3,522) (530,906)

投資の清算 8,033  1,210,894

有形固定資産の処分（純額） 96  14,471

投資活動により得た現金純額 4,607  694,459

    

親会社に対する配当金 (450,000) (67,833,000)

非支配持分 7  1,055

財務活動に使用された現金純額 (449,993) (67,831,945)

    

現金および現金同等物の減少 (57,046) (8,599,114)

期首現在現金および現金同等物 296,855  44,747,923

期末現在現金および現金同等物 239,809  36,148,809

    

所得税の現金支払額 12,089  1,822,296

 

 

連結財務諸表に対する注記を参照のこと。
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フランクリン・アドバイザーズ・インク

連結財務諸表に対する注記

2023年９月30日

 

１．事業

 

業務内容

 

フランクリン・アドバイザーズ・インク（以下「FAI」、および子会社を総称して「当社」という。）

は、フランクリン・リソーシズ・インク（以下「フランクリン」または「親会社」という。）の全額出資

子会社である。FAIは米国証券取引委員会に登録された投資顧問会社である。当社は、フランクリンがスポ

ンサーを務めるファンド（以下「関連ファンド」という。）を含む投資商品および機関投資家向セパレー

ト・アカウントに、投資運用サービスおよび関連するサービスを提供している。

 

FAIの全額出資子会社は、関連ファンドの投資顧問会社またはジェネラル・パートナーである、Franklin

Advisory Services, LLC （以下「FAS」という。）、Random Forest Capital, LLC、Franklin SystematiQ

Advisers, LLC、Franklin Digital Lending GP, LLC、Franklin Venture Partners, LLC、 Franklin

Venture Partners (Talos Cayman) GP, LLC、Franklin Advisers GP, LLC、Franklin Holdings, LLCおよ

びFranklin Templeton Blockchain GP, LLCである。

 

２．重要な会計方針

 

作成の基礎

 

当連結財務諸表は、米国において一般に公正妥当と認められる会計原則に準拠して作成されており、当

財務諸表日における資産および負債の報告金額、ならびに表示期間における収益および費用の報告金額に

影響を及ぼす見積り、判断、および仮定を使用することが要求される。経営者は、会計上の見積りは適切

であり、その結果得られる残高は合理的であると判断しているが、見積りには不確実性が伴うため、実際

の金額はこうした見積りと異なることがある。当社は、当連結財務諸表の発行可能日である2023年11月21

日までの後発事象を評価している。

 

連結

 

当連結財務諸表には、FAIおよびFAIが支配財務持分を有する子会社の勘定が含まれている。当社は、議

決権を有する企業において議決権の過半数を所有する場合、または変動持分事業体（以下「VIE」とい

う。）の主たる受益者である場合に、支配財務持分を有している。会社間勘定および取引は消去されてい

る。

 

VIEとは、持分投資保有者がその活動資金を調達するための十分な資本を拠出していない、または通常の

持分投資に付随する確定的な権利および義務を有していない事業体である。当社のVIEはすべて投資商品で

あり、その変動持分はこれらの商品から稼得する投資運用報酬で構成される。

 

当社がVIEの主たる受益者となるのは、VIEの経済的パフォーマンスに最も重要な影響を与える活動を指

図するパワーを当社が有し、VIEにとって潜在的に重要となる損失を吸収する義務、またはVIEにとって潜
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在的に重要となるVIEからの便益を享受する権利を有する場合である。VIEから稼得する投資運用報酬が市

場相場でサービスに見合っているとみなされる場合には、投資運用報酬は主たる受益者の判定から除外さ

れる。分析において使用される主な見積りおよび仮定には、運用資産残高（以下「AUM」という。）が含ま

れる。

 

当社が主たる受益者でないVIEには、当社が資本所有持分を有する投資商品が含まれる。これらのVIEか

らの損失に対する当社の最大エクスポージャーは、資本所有持分3.7百万米ドルおよび未収投資運用報酬

0.2百万米ドルである。

 

当社には契約上の義務はないが、フランクリンが投資商品に参入する際には、通常、現金投資を行って

いる。また当社は、事業目的に基づき、投資商品に対して追加的な直接的または間接的な財務的支援を行

うことを自主的に選択することもある。当事業年度において、当社はいずれの投資商品に対しても財務的

支援またはその他支援を行っていない。

 

関連当事者

 

関連当事者には、関連ファンドおよびその他のフランクリンの子会社（以下「関連事業体」という。）

が含まれる。関連事業体への債務および債権、ならびに当社の営業収益、営業費用および未収金のほぼ全

額が関連当事者からのものである。

 

当社は、フランクリンおよび関連事業体とマスター・ネッティング契約を結んでいる。フランクリンお

よび関連事業体への債務および債権は決定可能な金額であり、法的に強制力のある相殺の権利があるた

め、関連事業体との債権債務は相殺され、その純額が関連事業体に対する債務（純額）として表示されて

いる。

 

当社は関連ファンドおよび関連事業体から投資運用報酬を稼得している。当社はまた、法人向けサービ

スに対して関連事業体からサービス報酬収益も稼得しており、これらのサービス報酬は、当社がこれらの

サービスを提供するために要した費用に基づき決定される。これらの収益は獲得時に認識される。

 

当社の費用は、ファンドの管理、サブアドバイザリー、販売およびマーケティング、テクノロジーおよ

びその他の運営サービスにより、関連事業体から発生するものである。サブアドバイザリー費用および

ファンド管理費用は、AUMの比率に基づいて決定される。販売およびマーケティング費用は、当社にサービ

スを提供する際に関連事業体で発生した費用に基づいて決定される。その他の費用は全額、経営者が定期

的に評価および調整する見積りと仮定に基づき、関連する契約に従って配分される。
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公正価値測定

 

当社は、３つのレベルから成る公正価値ヒエラルキーを使用している。当該ヒエラルキーでは、公正価

値の測定にあたり使用する評価技法へのインプットを、観察可能かまたは観察可能ではないかに基づき優

先順位付けしている。公正価値ヒエラルキーの３つのレベルは以下の通りである。公正価値で測定される

資産または負債のヒエラルキーのレベルの評価は、公正価値測定の全体にとって重大なインプットのうち

最も低いレベルのインプットに基づいて決定される。

 

レベル１　同一の資産または負債に関する活発な市場における無調整の相場価格。これには、公表され

たファンド商品の純資産価額（以下「NAV」という。）も含まれる可能性がある。

レベル２　レベル１に含まれる相場価格以外の観察可能なインプット。例えば、活発な市場における類

似の資産または負債の拘束力のない相場価格、活発ではない市場における同一または類似の資産または負

債に関する相場価格、もしくは相場価格以外の観察可能なインプットまたは観察可能な市場データに裏付

けられるインプットなどである。

レベル３　市場活動がほとんどないまたは全くない観察可能ではないインプット。これらのインプット

は経営者の重要な判断を必要とし、市場参加者が資産または負債の価格付けを行う際に用いるであろう仮

定の当社の見積りを反映している。

 

市場価格は、対象となる市場が終了した後に関連市場で取引されるプロキシの重要な価格変動、取引の

停止または中断、もしくは予定外の市場閉鎖などの事象が発生した場合に調整が行われる可能性がある。

これらのプロキシは、先物、米国預託証券指数、上場ファンドなど、各国の相関のある上場証券から構成

される。この価格調整は主に、市場で観察可能な重要な仮定を用いたモデル・ベースの評価技法から導き

出された、第三者の要素を基に決定される。

 

当社の投資の大部分は、経常的に公正価値または公正価値に近似した金額で計上されている。公正価値

で測定されない金融商品については、開示のために公正価値の見積りを行っている。

 

現金および現金同等物

 

現金および現金同等物は、金融機関における預金およびフランクリンがスポンサーを務める非連結のマ

ネー・マーケット・ファンドで構成されており、取得原価で計上されている。これらの金融商品は、短期

的な性質と流動性によりその帳簿価額は公正価額に近似している。

 

当社は様々な国の金融機関に現金および現金同等物を保有しているが、すべての金融機関への与信額に

は限度を設けており、取引を行う金融機関の信用力を継続的に評価している。2023年９月30日現在、金融

機関における預金は連邦預金保険公社の保証限度額を21.2百万米ドル超過しており、信用リスクの集中を

示している。
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未収金

 

未収金は主に関連ファンドからの未収報酬で構成され、請求額で計上される。未収金の短期的な性質と

流動性により、その帳簿価額は公正価値に近似している。

 

投資

 

投資は、スポンサード・ファンドおよびセパレート・アカウントへの投資、持分法適用会社への投資、

ならびにその他の持分投資および負債性投資で構成されている。

 

スポンサード・ファンドおよびセパレート・アカウント

 

スポンサード・ファンドおよびセパレート・アカウントは、主に非連結のスポンサード・ファンドおよ

びセパレート・アカウントで構成されている。スポンサード・ファンドおよびセパレート・アカウントは

公正価値で計上され、公正価値の変動は損益に利得または損失として認識される。ファンド商品の公正価

値は、公表されたNAVに基づいて決定されるか、または実務上の便法としてNAVを用いて見積られる。セパ

レート・アカウントの基礎となる投資の公正価値は、市場価格、または市場価格が入手できない場合は独

立した第三者であるブローカーまたはディーラーから入手する価格相場を用いて決定される。

 

持分法適用会社への投資

 

持分法適用会社への投資は、当社が重要な影響力を行使できるが支配はしていない、スポンサード・

ファンドを含む事業体に対する持分投資で構成されている。重要な影響力は一般的に、投資先に対する当

社の所有持分が20％から50％の間である場合に存在するとみなされるが、投資先の取締役会における代表

度や商業上の取り決めの影響など、その他の要因も持分法の適用が適切かどうかを決定する際に考慮され

る。リミテッド・パートナーシップおよび有限責任会社への投資は、当社の投資額が軽微ではない場合、

または当社がジェネラル・パートナーである場合に持分法を用いて会計処理される。持分法による会計処

理において、投資は当初取得原価で計上され、その後、事業体の純利益に対する当社の比例的持分に応じ

て調整（損益に認識される）が行われる。

 

その他の投資

 

その他の投資は、当社が重要な影響力を行使できず、容易に公正価値を決定できない事業体に対する持

分投資、および満期が購入日から３ヶ月超の定期預金で構成されている。持分投資は、取得原価で測定さ

れ、（該当がある場合）観察可能な価格変動および減損の調整（損益に認識される）が行われる。事業体

の公正価値は通常、マーケットベース・アプローチまたはインカムベース・アプローチのいずれかによ

り、観察可能ではない重要なインプットを用いて見積もられる。定期預金は取得原価で計上されている

が、短期的な性質と流動性により、その帳簿価額は公正価値に近似している。

 

投資の減損

 

持分法適用会社への投資および公正価値が容易に決定できない持分投資は、四半期ごとに減損の判定を

行う。持分投資の評価では、投資先の財務状況や特定の事象などを含めて、投資の公正価値が帳簿価額を

下回ることを示す可能性のある定性的な要素を考慮する。持分証券の減損は損益に認識される。
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償還不能非支配持分

 

非支配持分は、連結子会社に対する第三者である投資家の持分であり、非支配持分の保有者は決済を請

求することが認められていない。償還不能非支配持分は資本として分類される。第三者である投資家に帰

属する当期純利益（損失）は、損益計算書上、償還不能非支配持分に帰属する当期純利益（損失）として

反映されている。

 

収益

 

当社は主に、投資運用および関連サービス（一般的に投資商品または投資家向セパレート・アカウント

である）を顧客に提供することにより収益を稼得している。収益は、サービスに関連する当社の履行義務

が充足され、将来の期間において収益額の重大な取崩しが発生しない可能性が高い場合に認識される。履

行義務は、サービスの提供に伴って期間にわたり充足される。顧客契約に含まれる複数のサービスは、そ

の履行義務が別個のものであると判断される場合に、別々に会計処理される。

 

成功報酬型の投資運用報酬以外の投資運用の提供による報酬は、主に日次平均AUMを用いた月次ベース

で、AUMに対する比率に基づいて決定され、期間にわたるサービスの実行に応じて認識される。成功報酬型

の投資運用報酬は、投資商品の運用成績が顧客契約で設定された目標を上回った場合に通常発生する。当

該報酬は、その金額の重大な取崩しの可能性がなくなった時点で認識され、過年度に提供された投資運用

サービスに関連する場合もある。

 

AUMは通常、投資商品が保有する原有価証券の公正価値に基づいており、主に無調整の市場価格、活発な

市場における無調整の独立した第三者ブローカーまたはディーラーの価格相場、または当社のグローバル

な評価および価格決定方針に従って主要市場の終了後の観察可能な価格変動に応じて調整された市場価格

または価格相場から導き出される公正価値手法を用いて算出される。市場価格が容易に入手できない有価

証券の公正価値は、各有価証券タイプに適切な、重要な観察可能ではないインプットを組み込んだ様々な

方法を用いて内部評価されており、総AUMに占める割合に重要性はない。

 

当社は、顧客に提供される委任サービスを本人として支配しているため、第三者サービス・プロバイ

ダーへの支払額総額は、収益として計上している。

 

関連事業体からのサービス報酬は、関連事業体との契約上の報酬分配に基づいて計算され、サービスが

履行されるにつれて認識される。
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株式報酬

 

フランクリンの株式に基づく報奨の公正価値は、付与日に基礎となる株式であるフランクリンの普通株

式の市場価格に基づいて見積もられ、通常３年の権利確定期間にわたり定額法で報酬費用として償却され

る。業績条件付報奨に関する費用は、その条件が達成される可能性が高い場合に認識される。条件達成の

可能性は四半期ごとに評価される。失効した場合、発生時に会計処理される。

 

退職後給付

 

確定拠出制度の費用は発生時に費用計上される。

 

所得税

 

当社は、フランクリンの連結米国連邦所得税申告書および複数州をまとめた連結所得税申告書に含まれ

ている。

 

会社間の税負担合意契約（以下「本契約」という。）に基づき、フランクリンは所得税を個別会社申告

方式を用いて当社に配分する。ただし、例外として、連邦所得税および複数州をまとめた連結所得税の税

務上の欠損金に関する便益は、本契約に基づきフランクリンが利用する。この個別申告方式の例外によ

り、当社は連結貸借対照表上、連邦所得税または複数州をまとめた所得税の税務上の欠損金に関連する繰

延税金資産を計上していない。代わりに、これらの繰延税金資産はフランクリンに譲渡されたものとして

処理されている。当社は、これらの税務上の欠損金による繰延税金資産がある場合は、別個の備忘勘定で

管理している。

 

個別会社申告方式に沿って、連邦所得税または複数州をまとめた連結所得税の税務上の欠損金に関連す

るものを除き、繰延税金資産および負債が計上される。この金額は、当社の資産および負債の税務基準と

連結財務諸表上の計上額との間の一時差異について、それぞれ当該資産または負債の計上額が回収または

決済されると見込まれる年度に有効な法定税率を用いて計上される。税率変更による繰延税金資産および

負債への影響は、その税率が適用された日を含む期間の所得税費用として認識される。当社は、税務申告

において取る、または取ることが予想される各タックス・ポジションについて、そのポジションを取り続

けない可能性よりも取り続ける可能性が高いか否かを判断する。この判断では、関連する不服申立てや訴

訟の解決を含めて、そのポジションを取ることによるテクニカルな利点の検証を行う。タックス・ポジ

ションを取り続けない可能性よりも取り続ける可能性が高いという基準を満たした場合は、決済時に実現

する可能性が50％を超える便益の最大額で測定される。税務事項に係る利息は支払利息に、課徴金に係る

利息はその他の営業費用に計上される。

 

外貨建取引

 

外貨建取引は取引日の実勢為替レートで再評価され、関連する外貨建取引損益は損益として認識され

る。
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３．収益

 

顧客の地域別営業収益は以下の通りである。

 

（単位：千米ドル）
投資運用報酬

関連事業体からの
サービス報酬

合計

    

関連ファンドから稼得した収益    

米国 1,122,188 － 1,122,188

米国を除くアメリカ大陸 5,016 － 5,016

ヨーロッパおよびアジア 661 － 661

関連事業体から稼得した収益 339,109 27,993 367,102

第三者から稼得した収益 21,169 － 21,169

合計 1,488,143 27,993 1,516,136

 

第三者から稼得した投資運用報酬の大部分は、米国に居住する顧客からのものである。

 

４．投資

 

2023年９月30日現在の投資の内訳は以下の通りである。

 

（単位：千米ドル）  

  

公正価値による投資  

スポンサード・ファンドおよびセパレート・アカウント 28,846

その他の投資  

持分法適用会社への投資 10,707

その他の投資 16,081

合計 55,634

 

５．公正価値測定

 

2023年９月30日現在、経常的に公正価値で測定される資産は以下の通りである。

 

（単位：千米ドル） レベル１ レベル２ レベル３ 合計

     

公正価値による投資     

スポンサード・ファンドおよ
びセパレート・アカウント

10,204 18,642 － 28,846

公正価値で測定される資産合計 10,204 18,642 － 28,846

 

公正価値で測定されない金融商品は以下の通りである。

 

（単位：千米ドル） 公正価値レベル 帳簿価額 見積公正価値

持分証券 3 16,081 16,081
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６．所得税

 

当事業年度の所得税は以下の通りである。

 

（単位：千米ドル）  

  

当期費用  

連邦 93,882

州 11,000

繰延ベネフィット  

連邦 (1,152)

州 (422)

合計 103,308

 

2023年９月30日現在の繰延税金資産の主な内訳は以下の通りである。

 

（単位：千米ドル）  

  

繰延報酬およびベネフィット 24,290

不確実なタックス・ポジションに対する税務上のベネフィット 5,545

外国税額控除 5,705

不確実なタックス・ポジションに係る利息 1,191

その他 2,740

繰延税金資産合計 39,471

評価性引当金 (5,705)

繰延税金資産 33,766

 

2023年９月30日現在、2027年から2033年の間に期限が到来する外国税額控除繰越額は5.7百万米ドルで

あった。繰越外国税額控除については、将来における利得の実現が不確実であるため、繰延税金資産を相

殺するために評価性引当金が計上されている。

 

税金費用は、州税およびその他の恒久的な差異により、連邦法定税率21％とは異なる。

 

当事業年度における未認識の税務上のベネフィット総額の期首残高と期末残高の調整は以下の通りであ

る。
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（単位：千米ドル）  

  

期首残高 28,936

過年度のタックス・ポジションに係る増加 161

過年度のタックス・ポジションに係る減少 (559)

当期に関連するタックス・ポジションに係る増加 3,452

時効の成立 (5,584)

期末残高 26,406

 

この金額が認識された場合、繰延税金ベネフィットを控除した全額が、将来の期間における当社の実効

所得税率にプラスの影響を与えることとなる。未認識の税務上のベネフィットの発生分は、連結貸借対照

表の親会社に対する未払所得税に含まれている。

 

2023年９月30日現在の不確実なタックス・ポジションに係る未払利息は約5.0百万米ドルであり、上記の

未認識の税務上のベネフィットの表には表示されていない。

 

当社は、フランクリンの連結米国連邦所得税申告書および複数州をまとめた連結所得税申告書に含まれ

ている。当社は、複数の課税管轄区域の税務当局による調査の対象となっている。調査結果および和解の

タイミングは、重大な不確実性を伴う。当社の主な課税管轄区域および時効が成立していない課税年度は

以下の通りである。ニューヨーク州：2018年から2023年、カリフォルニア州およびマサチューセッツ州：

2020年から2023年、ミネソタ州、ニュージャージー州および米国連邦：2019年から2023年。

 

2023年９月30日現在の未認識の税務上のベネフィット総額は、米国連邦および一部の州課税管轄区域に

おける時効の成立、ならびに州税務当局との和解の可能性により、今後12ヶ月以内に推定3.2百万米ドル減

少する可能性が十分にある。

 

７．契約債務および偶発債務

 

当社は、通常の業務過程で生じる請求に関連する訴訟に関与することがある。経営者は、かかる請求の

最終的な解決が当社の事業、財政状態、経営成績または流動性に重大な影響を及ぼすことはないと考えて

いる。

 

８．確定拠出制度

 

フランクリンは、一定の雇用条件を満たすフランクリンおよびその子会社の米国内のほとんどすべての

従業員を対象とする確定拠出型401（ｋ）制度を設けている。加入者は、毎年、当該制度で定義され、内国

歳入法上の制限を受け、税引前年間報酬の50％を上限として、また加入者の年末賞与の現金部分の100％を

上限として、当該制度に拠出することができる。当社は、加入者が拠出した適格な報酬の85％に相当する

金額をマッチング拠出する。当事業年度における当該制度に関連する当社の費用は、5.3百万米ドルであっ

た。

 

９．株式報酬

 

当社は、フランクリンの修正・改訂された年次インセンティブ報酬制度（以下「AIP」という。）、修

正・改訂された2002年ユニバーサル株式インセンティブ制度（以下「USIP」という。）、修正・改訂され
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たフランクリン・リソーシズ・インクの1998年従業員株式投資制度（以下「ESIP」という。）、修正・改

訂されたフランクリン・リソーシズ・インクの2017年エクイティ・インセンティブ制度（以下「EIP」とい

う。以下総称して「本制度」という。）に参加している。フランクリンの取締役会の報酬委員会は、本制

度に基づく報奨の条件を決定する。

 

当社は、当事業年度において、株式および株式ユニット報奨について31.7百万米ドルおよびESIPについ

て0.8百万米ドルの株式報酬費用を認識した。

 

AIPの条件に基づき、参加資格を有する従業員は、一般的に当社および／またはそのファンド、および

個々の従業員の業績に基づいて、現金、株式報奨、および／または投資信託のユニット報奨を受け取るこ

とができる。USIPは、役員、取締役、および従業員に対する様々な株式関連報奨として、フランクリンの

普通株式の発行を規定している。USIPおよびEIPの下で授権された株式は、140.0百万株および23.0百万株

である。2023年９月30日現在、USIPおよびEIPの下で付与可能な株式は、12.2百万株および14.7百万株で

あった。

 

株式報奨は、報奨の権利が確定すると、保有者にフランクリンの普通株式の基礎となる株式を売却する

権利を付与する。株式ユニット報奨は、報奨の権利が確定すると、保有者に普通株式の基礎となる株式を

受領する権利を付与する。報奨は、時間の経過または事前に設定されたフランクリンの業績目標の達成度

に基づいて権利が確定する。

 

株式および株式ユニット報奨の変動は、時間を条件とする報奨で構成されており、当事業年度は以下の

通りであった。

 

 
 

株式数
 

付与日の１株当たり

加重平均公正価値

    米ドル

2022年９月30日に権利未確定の残高  1,518,988  26.06

付与  1,274,819  22.56

権利確定済  (1,385,551) 24.61

失効／取消  (24,100) 23.01

振替（純額）  2,786  27.50

2023年９月30日現在未確定残高  1,386,942  24.37

 

2023年９月30日現在、権利未確定の株式および株式ユニット報奨に関連する未認識の報酬費用の総額

は、23.7百万米ドルであった。この費用は、残りの加重平均権利確定期間1.5年にわたり認識される予定で

ある。当事業年度において権利が確定した株式報奨および株式ユニット報奨の公正価値合計は、37.3百万

米ドルであった。

 

10．関連当事者取引

 

当社の連結損益計算書および連結貸借対照表に含まれる関連会社との取引に関連する金額は以下の通り

である。

 

（単位：千米ドル） 関連ファンド  関連事業体

投資運用報酬 1,127,865  339,109

EDINET提出書類

フランクリン・アドバイザーズ・インク(E40158)

半期報告書（外国投資信託受益証券）

28/82



関連会社からのサービス報酬 －  27,993

投資収益 －  12,469

関連会社からの収益合計 1,127,865  379,571

    

ファンド関連費用 －  231,766

広告宣伝費 －  233,715

報酬および給付費用 －  5,744

販売およびマーケティング費用 －  85,468

情報システムおよびテクノロジー費用 －  27,105

一般管理費およびその他 －  106,032

関連会社から発生した費用合計 －  689,830

    

未収金 96,852  －

親会社に対する未払所得税 －  121,125

関連事業体に対する債務（純額）の内訳は以下の通りである。    

関連事業体に対する債権 －  36,372

関連事業体に対する債務 －  107,174

   70,802

 

FAIは、無担保リボルビング与信枠に基づき、フランクリンに最大500百万米ドルまで融資することがで

きる。この契約に基づく貸付金には、借入時に適用される市場金利に年率0.113％を加えた金利が適用され

る。この契約は、FAIとフランクリンの相互の書面による同意によって終了しない限り、2024年６月30日に

失効する。2023年９月30日現在、この契約に基づく未収金はない。

 

11．後発事象

 

2023年11月17日、当社は37.0百万米ドルの配当を宣言した。
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フランクリン・アドバイザーズ・インク

連結貸借対照表

 

 2022年９月30日現在

 千米ドル  千円

資産    

現金および現金同等物 296,855  44,747,923

未収金 101,679  15,327,092

投資（公正価値による39,630千米ドル（5,738,424千円）を含
む）

62,786  9,464,362

親会社および関連事業体に対する債権 14,085  2,123,173

繰延税金 32,213  4,855,788

その他 12,032  1,813,704

資産合計 519,650  78,332,041

負債    

親会社および関連事業体に対する債務 132,909  20,034,703

未払報酬および給付金 98,923  14,911,653

未払金および未払費用 14,171  2,136,137

親会社に対する未払所得税 28,712  4,328,047

負債合計 274,715  41,410,539

契約債務および偶発債務（注記７）    

株主持分    

無額面普通株式、授権・発行・流通株式数1,000千株 －  －

追加払込済資本 78,009  11,759,077

利益剰余金 166,779  25,140,266

その他の包括損失累計額 (82) (12,361)

フランクリン・アドバイザーズ・インクの株主持分合計 244,706  36,886,982

償還不能非支配持分 229  34,519

株主持分合計 244,935  36,921,502

負債および株主持分合計 519,650  78,332,041

 

 

連結財務諸表に対する注記を参照のこと。
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フランクリン・アドバイザーズ・インク

連結損益および包括利益計算書

 

  

 2022年９月30日に終了した事業年度

 千米ドル  千円

営業収益    

投資運用報酬 1,673,072  252,198,873

関連事業体からのサービス報酬 19,558  2,948,173

営業収益合計 1,692,630  255,147,046

営業費用    

ファンド関連費用 263,527  39,724,060

広告宣伝費 224,461  33,835,251

報酬および給付費用 219,510  33,088,937

販売およびマーケティング費用 217,135  32,730,930

情報システムおよびテクノロジー費用 40,828  6,154,413

一般管理費およびその他 117,686  17,739,988

営業費用合計 1,083,147  163,273,579

営業利益 609,483  91,873,467

投資およびその他の損失（純額） (6,382) (962,023)

税引前利益 603,101  90,911,445

所得税 140,042  21,109,931

当期純利益 463,059  69,801,514

控除:非支配持分に帰属する当期純利益 －  －

フランクリン・アドバイザーズ・インクに帰属する当期純利益 463,059  69,801,514

その他の包括損失 (79) (11,908)

フランクリン・アドバイザーズ・インクに帰属する包括利益 462,980  69,789,605

 

 

連結財務諸表に対する注記を参照のこと。
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フランクリン・アドバイザーズ・インク

連結株主持分計算書

 

2022年９月30日に終了した事業年度

 普通株式       

 株数 金額

追加払込済

資本 利益剰余金

その他の包括

利益（損失）

累計額

フランクリ

ン・アドバイ

ザーズ・イン

クの株主持分

合計

償還不能非支

配持分 株主持分合計

 千株 千米ドル 千米ドル 千米ドル 千米ドル 千米ドル 千米ドル 千米ドル

2021年10月１日

残高
1,000 － 78,036 238,720 (3) 316,753 221 316,974

当期純利益 － － － 463,059 － 463,059 － 463,059

その他の包括利

益
－ － － － － － － －

親会社に対する

資本の払戻し
－ － (27) － (79) (106) － (106)

親会社に対する

配当金
－ － － (535,000) － (535,000) － (535,000)

サ ブ ス ク リ プ

ション
－ － － － － － 8 8

2022年９月30日

残高
1,000 － 78,009 166,779 (82) 244,706 229 244,935

 

2022年９月30日に終了した事業年度

 普通株式       

 株数 金額

追加払込済

資本 利益剰余金

その他の包括

利益（損失）

累計額

フランクリ

ン・アドバイ

ザーズ・イン

クの株主持分

合計

償還不能非支

配持分 株主持分合計

 千株 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

2021年10月１日

残高
1,000 － 11,763,147 35,984,653 (452) 47,747,347 33,314 47,780,661

当期純利益 － － － 69,801,514 － 69,801,514 － 69,801,514

その他の包括利

益
－ － － － － － － －

親会社に対する

資本の払戻し
－ － (4,070) － (11,908) (15,978) － (15,978)

親会社に対する

配当金
－ － － (80,645,900) － (80,645,900) － (80,645,900)

サ ブ ス ク リ プ

ション
－ － － － － － 1,206 1,206

2022年９月30日

残高
1,000 － 11,759,077 25,140,266 (12,361) 36,886,982 34,519 36,921,502

 

連結財務諸表に対する注記を参照のこと。
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フランクリン・アドバイザーズ・インク

連結キャッシュ・フロー計算書

 

 2022年９月30日に終了した事業年度

 千米ドル  千円

当期純利益 463,059  69,801,514

当期純利益を営業活動により得た現金純額に調整するための調整：    

投資による純利益 (421) (63,462)

繰延所得税 (898) (135,365)

その他 1,020  153,755

営業資産および負債の増減：    

未収金およびその他の減少 26,319  3,967,326

親会社および関連事業体に対する債権の減少 128,206  19,325,772

投資の減少（純額） 2,187  329,668

親会社および関連事業体に対する債務の減少 (100,225) (15,107,917)

未払報酬および給付金の減少 (8,700) (1,311,438)

未払金および未払費用の減少 (1,812) (273,141)

親会社に対する未払所得税の減少 (5,951) (897,054)

営業活動により得た現金純額 502,784  75,789,660

    

投資の購入 (5,944) (895,999)

投資の清算 14  2,110

有形固定資産の処分（純額） 2,561  386,045

投資活動に使用された現金純額 (3,369) (507,843)

    

親会社に対する配当金 (535,000) (80,645,900)

親会社に対する資本の払戻し (27) (4,070)

非支配持分 8  1,206

財務活動に使用された現金純額 (535,019) (80,648,764)

    

現金および現金同等物の減少 (35,604) (5,366,947)

期首現在現金および現金同等物 332,459  50,114,870

期末現在現金および現金同等物 296,855  44,747,923

    

所得税の現金支払額 145,710  21,964,325

 

 

連結財務諸表に対する注記を参照のこと。
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フランクリン・アドバイザーズ・インク

連結財務諸表に対する注記

2022年９月30日

 

１．事業

 

業務内容

 

フランクリン・アドバイザーズ・インク（以下「FAI」、および子会社を総称して「当社」という。）

は、フランクリン・リソーシズ・インク（以下「フランクリン」または「親会社」という。）の全額出資

子会社である。FAIは米国証券取引委員会に登録された投資顧問会社である。当社は、フランクリンがスポ

ンサーを務めるファンド（以下「関連ファンド」という。）を含む投資商品および機関投資家向セパレー

ト・アカウントに、投資運用サービスおよび関連するサービスを提供している。

 

FAIの全額出資子会社は、関連ファンドの投資顧問会社またはジェネラル・パートナーである、Franklin

Advisory Services, LLC （以下「FAS」という。）、Random Forest Capital, LLC、Franklin SystematiQ

Advisers, LLC、Franklin Digital Lending GP, LLC、Franklin Venture Partners, LLC、 Franklin

Venture Partners (Talos Cayman) GP, LLC、Franklin Advisers GP, LLC、Franklin Holdings, LLCおよ

びFranklin Templeton Blockchain GP, LLCである。

 

２．重要な会計方針

 

作成の基礎

 

当連結財務諸表は、米国において一般に公正妥当と認められる会計原則に準拠して作成されており、当

財務諸表日における資産および負債の報告金額、ならびに表示期間における収益および費用の報告金額に

影響を及ぼす見積り、判断、および仮定を使用することが要求される。経営者は、会計上の見積りは適切

であり、その結果得られる残高は合理的であると判断しているが、見積りには不確実性が伴うため、実際

の金額はこうした見積りと異なることがある。当社は、当連結財務諸表の発行可能日である2022年11月14

日までの後発事象を評価している。

 

連結

 

当連結財務諸表には、FAIおよびFAIが支配財務持分を有する子会社の勘定が含まれている。当社は、議

決権を有する企業において議決権の過半数を所有する場合、または変動持分事業体（以下「VIE」とい

う。）の主たる受益者である場合に、支配財務持分を有している。会社間勘定および取引は消去されてい

る。

 

VIEとは、持分投資保有者がその活動資金を調達するための十分な資本を拠出していない、または通常の

持分投資に付随する確定的な権利および義務を有していない事業体である。当社のVIEはすべて投資商品で

あり、その変動持分はこれらの商品から稼得する投資運用報酬で構成される。

 

当社がVIEの主たる受益者となるのは、VIEの経済的パフォーマンスに最も重要な影響を与える活動を指

図するパワーを当社が有し、VIEにとって潜在的に重要となる損失を吸収する義務、またはVIEにとって潜
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在的に重要となるVIEからの便益を享受する権利を有する場合である。VIEから稼得する投資運用報酬が市

場相場でサービスに見合っているとみなされる場合には、投資運用報酬は主たる受益者の判定から除外さ

れる。分析において使用される主な見積りおよび仮定には、運用資産残高（以下「AUM」という。）および

投資商品の存続期間が含まれる。

 

当社が主たる受益者でないVIEには、当社が資本所有持分を有する投資商品が含まれる。これらのVIEか

らの損失に対する当社の最大エクスポージャーは、資本所有持分5.2百万米ドルおよび投資運用報酬2.3百

万米ドルである。

 

当社には契約上の義務はないが、フランクリンが投資商品に参入する際には、通常、現金投資を行って

いる。また当社は、事業目的に基づき、投資商品に対して追加的な直接的または間接的な財務的支援を行

うことを自主的に選択することもある。当事業年度において、当社はいずれの投資商品に対しても財務的

支援またはその他支援を行っていない。

 

関連当事者

 

関連当事者には、関連ファンドおよびその他のフランクリンの子会社（以下「関連事業体」という。）

が含まれる。関連事業体への債務および債権、ならびに当社の営業収益、営業費用および未収金のほぼ全

額が関連当事者からのものである。

 

当社は関連ファンドおよび関連事業体から投資運用報酬を稼得している。当社はまた、法人向けサービ

スに対して関連事業体からサービス報酬収益も稼得しており、これらのサービス報酬は、当社がこれらの

サービスを提供するために要した費用に基づき決定される。これらの収益は獲得時に認識される。

 

当社の費用は、ファンドの管理、サブアドバイザリー、販売およびマーケティング、テクノロジーおよ

びその他の運営サービスにより、関連事業体から発生するものである。サブアドバイザリー費用および

ファンド管理費用は、AUMの比率に基づいて決定される。販売およびマーケティング費用は、当社にサービ

スを提供する際に関連事業体で発生した費用に基づいて決定される。その他の費用は全額、経営者が定期

的に評価および調整する見積りと仮定に基づき、関連する契約に従って配分される。

 

公正価値測定

 

当社は、３つのレベルから成る公正価値ヒエラルキーを使用している。当該ヒエラルキーでは、公正価

値の測定にあたり使用する評価技法へのインプットを、観察可能かまたは観察可能ではないかに基づき優

先順位付けしている。公正価値ヒエラルキーの３つのレベルは以下のとおりである。公正価値で測定され

る資産または負債のヒエラルキーのレベルの評価は、公正価値測定の全体にとって重大なインプットのう

ち最も低いレベルのインプットに基づいて決定される。

 

レベル１　同一の資産または負債に関する活発な市場における無調整の相場価格。これには、公表され

たファンド商品の純資産価額（以下「NAV」という。）も含まれる可能性がある。

レベル２　レベル１に含まれる相場価格以外の観察可能なインプット。例えば、活発な市場における類

似の資産または負債の拘束力のない相場価格、活発ではない市場における同一または類似の資産または負

債に関する相場価格、もしくは相場価格以外の観察可能なインプットまたは観察可能な市場データに裏付

けられるインプットなどである。
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レベル３　市場活動がほとんどないまたは全くない観察可能ではないインプット。これらのインプット

は経営者の重要な判断を必要とし、市場参加者が資産または負債の価格付けを行う際に用いるであろう仮

定の当社の見積りを反映している。

 

市場価格は、対象となる市場が終了した後に関連市場で取引されるプロキシの重要な価格変動、取引の

停止または中断、もしくは予定外の市場閉鎖などの事象が発生した場合に調整が行われる可能性がある。

これらのプロキシは、先物、米国預託証券指数、上場ファンドなど、各国の相関のある上場証券から構成

される。この価格調整は主に、市場で観察可能な重要な仮定を用いたモデル・ベースの評価技法から導き

出された、第三者の要素を基に決定される。

 

当社の投資の大部分は、経常的に公正価値または公正価値に近似した金額で計上されている。公正価値

で測定されない金融商品については、開示のために公正価値の見積りを行っている。

 

現金および現金同等物

 

現金および現金同等物は、金融機関における預金およびフランクリンがスポンサーを務める非連結のマ

ネー・マーケット・ファンドで構成されており、取得原価で計上されている。これらの金融商品は、短期

的な性質と流動性によりその帳簿価額は公正価額に近似している。

 

当社は様々な国の金融機関に現金および現金同等物を保有しているが、すべての金融機関への与信額に

は限度を設けており、取引を行う金融機関の信用力を継続的に評価している。2022年９月30日現在、金融

機関における預金は連邦預金保険公社の保証限度額を13.4百万米ドル超過しており、信用リスクの集中を

示している。

 

未収金

 

未収金は主に関連ファンドからの未収報酬で構成され、請求額で計上される。未収金の短期的な性質と

流動性により、その帳簿価額は公正価値に近似している。
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投資

 

投資は、スポンサード・ファンドおよびセパレート・アカウントへの投資、持分法適用会社への投資、

ならびにその他の持分投資および負債性投資で構成されている。

 

スポンサード・ファンドおよびセパレート・アカウント

 

スポンサード・ファンドおよびセパレート・アカウントは、主に非連結のスポンサード・ファンドおよ

びセパレート・アカウントで構成されている。スポンサード・ファンドおよびセパレート・アカウントは

公正価値で計上され、公正価値の変動は損益に利得または損失として認識される。ファンド商品の公正価

値は、公表されたNAVに基づいて決定されるか、または実務上の便法としてNAVを用いて見積られる。セパ

レート・アカウントの基礎となる投資の公正価値は、市場価格、または市場価格が入手できない場合は独

立した第三者であるブローカーまたはディーラーから入手する価格相場を用いて決定される。

 

持分法適用会社への投資

 

持分法適用会社への投資は、当社が重要な影響力を行使できるが支配はしていない、スポンサード・

ファンドを含む事業体に対する持分投資で構成されている。重要な影響力は一般的に、投資先に対する当

社の所有持分が20％から50％の間である場合に存在するとみなされるが、投資先の取締役会における代表

度や商業上の取り決めの影響など、その他の要因も持分法の適用が適切かどうかを決定する際に考慮され

る。リミテッド・パートナーシップおよび有限責任会社への投資は、当社の投資額が軽微ではない場合、

または当社がジェネラル・パートナーである場合に持分法を用いて会計処理される。持分法による会計処

理において、投資は当初取得原価で計上され、その後、事業体の純利益に対する当社の比例的持分に応じ

て調整（損益に認識される）が行われる。

 

その他の投資

 

その他の投資は、当社が重要な影響力を行使できず、容易に公正価値を決定できない事業体に対する持

分投資、および満期が購入日から３ヶ月超の定期預金で構成されている。持分投資は、取得原価で測定さ

れ、（該当がある場合）観察可能な価格変動および減損の調整（損益に認識される）が行われる。事業体

の公正価値は通常、マーケットベース・アプローチまたはインカムベース・アプローチのいずれかによ

り、観察可能ではない重要なインプットを用いて見積もられる。定期預金は取得原価で計上されている

が、短期的な性質と流動性により、その帳簿価額は公正価値に近似している。

 

投資の減損

 

持分法適用会社への投資および公正価値が容易に決定できない持分投資は、四半期ごとに減損の判定を

行う。持分投資の評価では、投資先の財務状況や特定の事象などを含めて、投資の公正価値が帳簿価額を

下回ることを示す可能性のある定性的な要素を考慮する。持分証券の減損は損益に認識される。

 

償還不能非支配持分

 

非支配持分は、連結子会社に対する第三者である投資家の持分であり、非支配持分の保有者は決済を請

求することが認められていない。償還不能非支配持分は資本として分類される。第三者である投資家に帰
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属する当期純利益（損失）は、償還不能非支配持分に帰属する当期純利益（損失）として反映されてい

る。

 

収益

 

当社は主に、投資運用および関連サービス（一般的に投資商品または投資家向セパレート・アカウント

である）を顧客に提供することにより収益を稼得している。収益は、サービスに関連する当社の履行義務

が充足され、将来の期間において収益額の重大な取崩しが発生しない可能性が高い場合に認識される。履

行義務は、サービスの提供に伴って期間にわたり充足される。顧客契約に含まれる複数のサービスは、そ

の履行義務が別個のものであると判断される場合に、別々に会計処理される。

 

成功報酬型の投資運用報酬以外の投資運用の提供による報酬は、主に日次平均AUMを用いた月次ベース

で、AUMに対する比率に基づいて決定され、期間にわたるサービスの実行に応じて認識される。成功報酬型

の投資運用報酬は、投資商品の運用成績が顧客契約で設定された目標を上回った場合に発生する。当該報

酬は、その金額の重大な取崩しの可能性がなくなった時点で認識され、過年度に提供された投資運用サー

ビスに関連する場合もある。AUMは通常、投資商品が保有する原有価証券の公正価値に基づいており、主に

無調整の市場価格、活発な市場における無調整の独立した第三者ブローカーまたはディーラーの価格相

場、または当社のグローバルな評価および価格決定方針に従って主要市場の終了後の観察可能な価格変動

に応じて調整された市場価格または価格相場から導き出される公正価値手法を用いて算出される。市場価

格が容易に入手できない有価証券の公正価値は、各有価証券タイプに適切な、重要な観察可能ではないイ

ンプットを組み込んだ様々な方法を用いて内部評価されており、総AUMに占める割合に重要性はない。

 

当社は、顧客に提供される委任サービスを本人として支配しているため、第三者サービス・プロバイ

ダーへの支払額総額は、収益として計上している。

 

関連事業体からのサービス報酬は、関連事業体との契約上の報酬分配に基づいて計算され、サービスが

履行されるにつれて認識される。

 

株式報酬

 

フランクリンの株式に基づく報奨の公正価値は、付与日に基礎となる株式であるフランクリンの普通株

式の市場価格に基づいて見積もられ、通常３年の権利確定期間にわたり定額法で報酬費用として償却され

る。業績条件付報奨に関する費用は、その条件が達成される可能性が高い場合に認識される。条件達成の

可能性は四半期ごとに評価される。失効した場合、発生時に会計処理される。

 

退職後給付

 

確定拠出制度の費用は発生時に費用計上される。

 

所得税

 

当社は、フランクリンの連結米国連邦所得税申告書および複数州をまとめた連結所得税申告書に含まれ

ている。
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会社間の税負担合意契約（以下「本契約」という。）に基づき、フランクリンは所得税を個別会社申告

方式を用いて当社に配分する。ただし、例外として、連邦所得税および複数州をまとめた連結所得税の税

務上の欠損金に関する便益は、本契約に基づきフランクリンが利用する。この個別申告方式の例外によ

り、当社は連結貸借対照表上、連邦所得税または複数州をまとめた所得税の税務上の欠損金に関連する繰

延税金資産を計上していない。代わりに、これらの繰延税金資産はフランクリンに譲渡されたものとして

処理されている。当社は、これらの税務上の欠損金による繰延税金資産がある場合は、別個の備忘勘定で

管理している。

 

個別会社申告方式に沿って、連邦所得税または複数州をまとめた連結所得税の税務上の欠損金に関連す

るものを除き、繰延税金資産および負債が計上される。この金額は、当社の資産および負債の税務基準と

連結財務諸表上の計上額との間の一時差異について、それぞれ当該資産または負債の計上額が回収または

決済されると見込まれる年度に有効な法定税率を用いて計上される。税率変更による繰延税金資産および

負債への影響は、その税率が適用された日を含む期間の所得税費用として認識される。当社は、税務申告

において取る、または取ることが予想される各タックス・ポジションについて、そのポジションを取り続

けない可能性よりも取り続ける可能性が高いか否かを判断する。この判断では、関連する不服申立てや訴

訟の解決を含めて、そのポジションを取ることによるテクニカルな利点の検証を行う。タックス・ポジ

ションを取り続けない可能性よりも取り続ける可能性が高いという基準を満たした場合は、決済時に実現

する可能性が50％を超える便益の最大額で測定される。税務事項に係る利息は支払利息に、課徴金に係る

利息はその他の営業費用に計上される。

 

外貨建取引

 

外貨建取引は取引日の実勢為替レートで再評価され、関連する外貨建取引損益は損益として認識され

る。
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３．収益

 

顧客の地域別営業収益は以下の通りである。

 

（単位：千米ドル）
投資運用報酬

関連事業体からの
サービス報酬

合計

    

関連ファンドから稼得した収益    

米国 1,240,821 － 1,240,821

米国を除くアメリカ大陸 1,447 － 1,447

関連事業体から稼得した収益 381,935 19,558 401,493

第三者から稼得した収益 48,869 － 48,869

合計 1,673,072 19,558 1,692,630

 

第三者から稼得した投資運用報酬の大部分は、米国に居住する顧客からのものである。

 

４．投資

 

2022年９月30日現在の投資の内訳は以下の通りである。

 

（単位：千米ドル）  

  

スポンサード・ファンドおよびセパレート・アカウント 31,721

その他の持分投資および負債性投資 7,909

公正価値による投資合計 39,630

持分法適用会社への投資 7,075

その他の投資 16,081

合計 62,786

 

５．公正価値測定

 

2022年９月30日現在、経常的に公正価値で測定される資産は以下の通りである。

 

（単位：千米ドル） レベル１ レベル２ レベル３ 合計

     

公正価値による投資     

スポンサード・ファンドおよ
びセパレート・アカウント

19,526 12,195 － 31,721

その他の持分投資および負債
性投資

6 7,903 － 7,909

公正価値で測定される資産合計 19,532 20,098 － 39,630

 

公正価値で測定されない金融商品は以下の通りである。

 

（単位：千米ドル） 公正価値レベル 帳簿価額 見積公正価値

持分証券 3 16,081 16,081
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６．所得税

 

当事業年度の所得税は以下の通りである。

 

（単位：千米ドル）  

  

当期費用  

連邦 122,606

州 18,308

繰延ベネフィット  

連邦 (1,170)

州 298

合計 140,042

 

2022年９月30日現在の繰延税金資産の主な内訳は以下のとおりである。

 

（単位：千米ドル）  

  

繰延報酬およびベネフィット 20,518

不確実なタックス・ポジションに対する税務上のベネフィット 6,077

外国税額控除 4,512

不確実なタックス・ポジションに係る利息 1,432

その他 4,186

繰延税金資産合計 36,725

評価性引当金 (4,512)

繰延税金資産 32,213

 

2022年９月30日現在、2023年から2032年の間に期限が到来する外国税額控除繰越額は5.3百万米ドルで

あった。繰越外国税額控除については、将来における利得の実現が不確実であるため、繰延税金資産を相

殺するために評価性引当金が計上されている。

 

以下は、連邦法定税率21％に基づく税金費用と、当事業年度の連結損益計算書に反映された所得税の金

額を調整したものである。
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（単位：千米ドル） 税金引当金  税金引当金の割合（％）

法定税率による連邦税 126,767  90.5

連邦税効果控除後の州税 12,577  9.0

不確実なタックス・ポジション 2,212  1.6

その他 (1,514) (1.1)

税金引当金 140,042  100.0

    

実効税率 23.2％   

 

当事業年度における未認識の税務上のベネフィット総額の期首残高と期末残高の調整は以下の通りであ

る。

 

（単位：千米ドル）  

  

2021年９月30日現在の残高 26,075

過年度のタックス・ポジションに係る増加 379

過年度のタックス・ポジションに係る減少 (4)

当期に関連するタックス・ポジションに係る増加 5,393

時効の成立 (2,907)

2022年９月30日現在の残高 28,936

 

この金額が認識された場合、繰延税金ベネフィットを控除した全額が、将来の期間における当社の実効

所得税率にプラスの影響を与えることとなる。未認識の税務上のベネフィットの発生分は、連結貸借対照

表の親会社に対する未払所得税に含まれている。

 

2022年９月30日現在の不確実なタックス・ポジションに係る未払利息は約6.1百万米ドルであり、上記の

未認識の税務上のベネフィットの表には表示されていない。

 

当社は、フランクリンの連結米国連邦所得税申告書および複数州をまとめた連結所得税申告書に含まれ

ている。当社は、複数の課税管轄区域の税務当局による調査の対象となっている。調査結果および和解の

タイミングは、重大な不確実性を伴う。当社の主な課税管轄区域および時効が成立していない課税年度は

以下の通りである。米国連邦およびマサチューセッツ州（2019年から2022年）、カリフォルニア州、ミネ

ソタ州、ニュージャージー州およびニューヨーク州（2018年から2022年）。

 

2022年９月30日現在の未認識の税務上のベネフィット総額は、米国連邦および一部の州課税管轄区域に

おける時効の成立、ならびに州税務当局との和解の可能性により、今後12ヶ月以内に推定6.5百万米ドル減

少する可能性が十分にある。

EDINET提出書類

フランクリン・アドバイザーズ・インク(E40158)

半期報告書（外国投資信託受益証券）

57/82



 
７．契約債務および偶発債務

 

当社は、通常の業務過程で生じる請求に関連する訴訟に関与することがある。経営者は、かかる請求の

最終的な解決が当社の事業、財政状態、経営成績または流動性に重大な影響を及ぼすことはないと考えて

いる。

 

８．確定拠出制度

 

フランクリンは、一定の雇用条件を満たすフランクリンおよびその子会社の米国内のほとんどすべての

従業員を対象とする確定拠出型401（ｋ）制度を設けている。加入者は、毎年、当該制度で定義され、内国

歳入法上の制限を受け、税引前年間報酬の50％を上限として、また加入者の年末賞与の現金部分の100％を

上限として、当該制度に拠出することができる。当社は、加入者が拠出した適格な報酬の85％に相当する

金額をマッチング拠出する。当事業年度における当該制度に関連する費用のうち、当社の負担額は、5.2百

万米ドルであった。

 

９．株式報酬

 

当社は、フランクリンの修正・改訂された年次インセンティブ報酬制度（以下「AIP」という。）、修

正・改訂された2002年ユニバーサル株式インセンティブ制度（以下「USIP」という。）、修正・改訂され

たフランクリン・リソーシズ・インクの1998年従業員株式投資制度（以下「ESIP」という。）、修正・改

訂されたフランクリン・リソーシズ・インクの2017年エクイティ・インセンティブ制度（以下「EIP」とい

う）に参加している。フランクリンの取締役会の報酬委員会は、AIP、USIP、ESIPおよびEIPに基づく報奨

の条件を決定する。

 

当社は、当事業年度において、株式および株式ユニット報奨について32.8百万米ドルおよびESIPについ

て0.7百万米ドルの株式報酬費用を認識した。2022年９月30日時点のフランクリンに対する株式報酬に係る

当社の債務は12.6百万米ドルであり、連結貸借対照表の関連事業体に対する債務に含まれている。

 

株式および株式ユニット報奨

AIPの条件に基づき、参加資格を有する従業員は、一般的に当社および／またはそのファンド、および

個々の従業員の業績に基づいて、現金、株式報奨、および／または投資信託のユニット報奨を受け取るこ

とができる。USIPは、役員、取締役、および従業員に対する様々な株式関連報奨として、フランクリンの

普通株式の発行を規定している。USIPおよびEIPの下で授権された株式は、140.0百万株および23.0百万株

である。2022年９月30日現在、USIPおよびEIPの下で付与可能な株式は、19.0百万株および14.5百万株で

あった。

 

株式報奨は、報奨の権利が確定すると、保有者にフランクリンの普通株式の基礎となる株式を売却する

権利を付与する。株式ユニット報奨は、報奨の権利が確定すると、保有者に普通株式の基礎となる株式を

受領する権利を付与する。報奨は、時間の経過または事前に設定されたフランクリンの業績目標の達成度

に基づいて権利が確定する。

 

株式および株式ユニット報奨の変動は、当事業年度は以下の通りであった。
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時間を条件とする株式数
 

付与日の１株当たり

加重平均公正価値

    米ドル

2021年９月30日に権利未確定の残高  2,199,194  23.37

付与  741,977  35.52

権利確定済  (1,424,529) 21.54

失効／取消  (10,898) 26.75

振替  13,244  30.01

修正  －  －

2022年９月30日現在未確定残高  1,518,988  26.06

 

2022年９月30日現在、権利未確定の株式および株式ユニット報奨に関連する未認識の報酬費用の総額

は、27.1百万米ドルであった。この費用は、残りの加重平均権利確定期間1.5年にわたり認識される予定で

ある。当事業年度において権利が確定した株式報奨および株式ユニット報奨の公正価値合計は、41.7百万

米ドルであった。

 

10．関連当事者取引

 

当社の連結損益計算書および連結貸借対照表に含まれる関連会社との取引に関連する金額は以下の通り

である。

 

（単位：千米ドル） 関連ファンド  関連事業体

投資運用報酬 1,242,268  381,935

関連会社からのサービス報酬 －  19,558

関連会社からの収益合計 1,242,268  401,493

    

ファンド管理事務代行報酬 －  256,777

広告宣伝費 －  223,550

報酬および給付費用 －  5,360

販売およびマーケティング費用 －  97,967

情報システムおよびテクノロジー費用 －  20,971

一般管理費およびその他 －  100,923

関連会社から発生した費用合計 －  705,548

    

未収金 95,732  －

関連事業体に対する債権 －  14,085

関連事業体に対する債務 －  132,909

親会社に対する未払所得税   28,712

 

FAIは、無担保リボルビング与信枠に基づき、フランクリンに最大500百万米ドルまで融資することがで

きる。この契約に基づく貸付金には、借入時に適用される市場金利に年率0.375％を加えた金利が適用され

る。この契約は、FAIとフランクリンの相互の書面による同意によって終了しない限り、2026年11月15日に

失効する。2022年９月30日現在、この契約に基づく未収金はない。
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11. 投資およびその他の収益（純額）

当事業年度のその他の収益（費用）の内訳は、以下の通りである。

 

（単位：千米ドル）  

投資およびその他の収益（純額）  

受取配当金 2,114

受取利息 1,082

投資に係る損失（純額） (9,829)

その他（純額） 251

合計 (6,382)

 

当社の受取配当金のほぼ全額は、非連結ファンドへの投資から生じたものである。2022年９月30日時点

で保有していた公正価値で測定される当社の持分証券に関する純損失は、8.6百万米ドルであった。

 
 

次へ
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（訳文）

独立監査人の報告書

 

フランクリン・アドバイザーズ・インクの経営者各位

 

意見

私たちは、2023年９月30日現在の連結貸借対照表、同日に終了した年度の関連する連結損益および包括利

益計算書、連結株主持分計算書および連結キャッシュ・フロー計算書、ならびに関連する注記（以下総称し

て「連結財務諸表」という。）で構成される、添付のフランクリン・アドバイザーズ・インクおよびその子

会社（以下「会社」という。）の連結財務諸表について監査を実施した。

私たちの意見では、添付の連結財務諸表は、米国において一般に公正妥当と認められる会計原則に準拠し

て、会社の2023年９月30日現在の財政状態ならびに同日をもって終了した年度の経営成績およびキャッ

シュ・フローを、すべての重要な点において適正に表示している。

 

意見の根拠

私たちは、米国において一般に公正妥当と認められる監査基準（以下「US GAAS」という。）に準拠して監

査を実施した。当該基準に基づく私たちの責任は、当報告書の「連結財務諸表監査における監査人の責任」

の項目に詳述する。私たちは、私たちの監査に関連する倫理に関する要件に従って、会社から独立している

ことおよび監査人としてのその他の倫理上の責任を果たすことが求められている。私たちは、私たちが入手

した監査証拠が、私たちの監査意見の基礎を提供するために十分かつ適切であると判断している。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者は、米国において一般に公正妥当と認められる会計原則に準拠して当連結財務諸表を作成し適正に

表示することに責任を負っている。また、不正によるか誤謬によるかを問わず、重要な虚偽表示のない財務

諸表の作成および適正な表示に関する内部統制の構築、実施および維持に対する責任も負っている。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、連結財務諸表の発行が可能となる日から１年間にわたり、

継続企業として存続する会社の能力に重大な疑義を生じさせるような全体としての状況または事象があるか

どうかを評価することが求められる。

 

連結財務諸表監査における監査人の責任

私たちの目的は、不正によるか誤謬によるかを問わず、全体としての連結財務諸表に重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、私たちの意見を含めた監査報告書を発行することにある。合理的

な保証は高い水準の保証ではあるものの、絶対的な保証ではないため、US GAASに準拠して実施した監査が、

存在するすべての重要な虚偽表示を常に発見することを保証するものではない。不正による重要な虚偽表示

リスクを発見できないリスクは、誤謬による重要な虚偽表示を発見できないリスクよりも高くなるが、これ

は、不正には共謀、文書の偽造、意図的な除外、虚偽の言明および内部統制の無効化が伴うためである。虚

偽表示は、個別にまたは集計すると、連結財務諸表に基づく合理的な利用者の判断に影響を与えると合理的

に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
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US GAASに準拠した監査の実施に際して、私たちは以下を実施する。

 

・監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持する。

 

・不正によるか誤謬によるかを問わず、連結財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別および評価し、これ

らのリスクに対応する監査手続を立案し、実施する。かかる手続には、連結財務諸表中の金額および開

示に関する証拠に対する試査による検証が含まれる。

 

・状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を理解する。これは、会社の

内部統制の有効性について意見を表明するためのものではない。したがって、かかる意見は表明しな

い。

 

・経営者によって採用された会計方針の適切性および経営者により行われた重要な会計上の見積りの合理

性の評価に加え、連結財務諸表の全体的な表示を評価する。

 

・合理的な期間にわたり継続企業として存続する会社の能力に重大な疑義を生じさせるような全体として

の状況または事象があるかどうかに関して、私たちの判断において結論付ける。

 

私たちは、統治責任者に対して、特に計画した監査の範囲とその実施時期、監査上の重要な発見事項およ

び監査の実施過程で識別した特定の内部統制関連の事項について報告することが求められている。

 

 

プライスウォーターハウスクーパース　エルエルピー

サンフランシスコ、カリフォルニア

2023年11月21日

 

（※）この監査報告書の訳文は、英語で作成された原文監査報告書を翻訳したものである。情報、見解また

は意見のあらゆる解釈において、英語版の原文監査報告書がこの訳文に優先する。
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Report of Independent Auditors

 

To the Management of Franklin Advisers, Inc.:

 

Opinion

 

We have audited the accompanying consolidated financial statements of Franklin Advisers, Inc and its subsidiaries (the

"Company"), which comprise the consolidated balance sheet as of September 30, 2023, and the related consolidated

statements of income and comprehensive income, of stockholder's equity and of cash flows for the year then ended,

including the related notes (collectively referred to as the "consolidated financial statements").

In our opinion, the accompanying consolidated financial statements present fairly, in all material respects, the financial

position of the Company as of September 30, 2023, and the results of its operations and its cash flows for the year then

ended in accordance with accounting principles generally accepted in the United States of America.

 

Basis for Opinion

 

We conducted our audit in accordance with auditing standards generally accepted in the United States of America (US

GAAS). Our responsibilities under those standards are further described in the Auditors' Responsibilities for the Audit of

the Consolidated Financial Statements section of our report. We are required to be independent of the Company and to

meet our other ethical responsibilities, in accordance with the relevant ethical requirements relating to our audit. We

believe that the audit evidence we have obtained is sufficient and appropriate to provide a basis for our audit opinion.

 

Responsibilities of Management for the Consolidated Financial Statements

 

Management is responsible for the preparation and fair presentation of the consolidated financial statements in

accordance with accounting principles generally accepted in the United States of America, and for the design,

implementation, and maintenance of internal control relevant to the preparation and fair presentation of consolidated

financial statements that are free from material misstatement, whether due to fraud or error.

In preparing the consolidated financial statements, management is required to evaluate whether there are conditions or

events, considered in the aggregate, that raise substantial doubt about the Company's ability to continue as a going

concern for one year after the date the consolidated financial statements are available to be issued.
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Auditors' Responsibilities for the Audit of the Consolidated Financial Statements

 

Our objectives are to obtain reasonable assurance about whether the consolidated financial statements as a whole are free

from material misstatement, whether due to fraud or error, and to issue an auditors' report that includes our opinion.

Reasonable assurance is a high level of assurance but is not absolute assurance and therefore is not a guarantee that an

audit conducted in accordance with US GAAS will always detect a material misstatement when it exists. The risk of not

detecting a material misstatement resulting from fraud is higher than for one resulting from error, as fraud may involve

collusion, forgery, intentional omissions, misrepresentations, or the override of internal control. Misstatements are

considered material if there is a substantial likelihood that, individually or in the aggregate, they would influence the

judgment made by a reasonable user based on the consolidated financial statements.

 

In performing an audit in accordance with US GAAS, we:

・　Exercise professional judgment and maintain professional skepticism throughout the audit.

・　Identify and assess the risks of material misstatement of the consolidated financial statements, whether due to fraud

or error, and design and perform audit procedures responsive to those risks. Such procedures include examining, on

a test basis, evidence regarding the amounts and disclosures in the consolidated financial statements.

・　Obtain an understanding of internal control relevant to the audit in order to design audit procedures that are

appropriate in the circumstances, but not for the purpose of expressing an opinion on the effectiveness of the

Company's internal control. Accordingly, no such opinion is expressed.

・　Evaluate the appropriateness of accounting policies used and the reasonableness of significant accounting estimates

made by management, as well as evaluate the overall presentation of the consolidated financial statements.

・　Conclude whether, in our judgment, there are conditions or events, considered in the aggregate, that raise

substantial doubt about the Company's ability to continue as a going concern for a reasonable period of time.

 

We are required to communicate with those charged with governance regarding, among other matters, the planned scope

and timing of the audit, significant audit findings, and certain internal control-related matters that we identified during

the audit.

 

PricewaterhouseCoopers LLP

San Francisco, California

November 21, 2023

 

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は本書提出代理人が

別途保管しております。
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（訳文）

独立監査人の報告書

 

フランクリン・アドバイザーズ・インクの経営者各位

 

意見

私たちは、2022年９月30日現在の連結貸借対照表、同日に終了した年度の関連する連結損益および包括利

益計算書、連結株主持分計算書および連結キャッシュ・フロー計算書、ならびに関連する注記（以下総称し

て「連結財務諸表」という。）で構成される、添付のフランクリン・アドバイザーズ・インクおよびその子

会社（以下「会社」という。）の連結財務諸表について監査を実施した。

私たちの意見では、添付の連結財務諸表は、米国において一般に公正妥当と認められる会計原則に準拠し

て、会社の2022年９月30日現在の財政状態ならびに同日をもって終了した年度の経営成績およびキャッ

シュ・フローを、すべての重要な点において適正に表示している。

 

意見の根拠

私たちは、米国において一般に公正妥当と認められる監査基準（以下「US GAAS」という。）に準拠して監

査を実施した。当該基準に基づく私たちの責任は、当報告書の「連結財務諸表監査における監査人の責任」

の項目に詳述する。私たちは、私たちの監査に関連する倫理に関する要件に従って、会社から独立している

ことおよび監査人としてのその他の倫理上の責任を果たすことが求められている。私たちは、私たちが入手

した監査証拠が、私たちの監査意見の基礎を提供するために十分かつ適切であると判断している。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者は、米国において一般に公正妥当と認められる会計原則に準拠して当連結財務諸表を作成し適正に

表示することに責任を負っている。また、不正によるか誤謬によるかを問わず、重要な虚偽表示のない財務

諸表の作成および適正な表示に関する内部統制の構築、実施および維持に対する責任も負っている。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、財務諸表の発行が可能となる日から１年間にわたり、継続企業

として存続する会社の能力に重大な疑義を生じさせるような全体としての状況または事象があるかどうかを

評価することが求められる。

 

連結財務諸表監査における監査人の責任

私たちの目的は、不正によるか誤謬によるかを問わず、全体としての財務諸表に重要な虚偽表示がないか

どうかについて合理的な保証を得て、私たちの意見を含めた監査報告書を発行することにある。合理的な保

証は高い水準の保証ではあるものの、絶対的な保証ではないため、US GAASに準拠して実施した監査が、存在

するすべての重要な虚偽表示を常に発見することを保証するものではない。不正による重要な虚偽表示リス

クを発見できないリスクは、誤謬による重要な虚偽表示を発見できないリスクよりも高くなるが、これは、

不正には共謀、文書の偽造、意図的な除外、虚偽の言明および内部統制の無効化が伴うためである。虚偽表

示は、個別にまたは集計すると、財務諸表に基づく合理的な利用者の判断に影響を与えると合理的に見込ま

れる場合に、重要性があると判断される。
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US GAASに準拠した監査の実施に際して、私たちは以下を実施する。

 

・監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持する。

 

・不正によるか誤謬によるかを問わず、連結財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別および評価し、これ

らのリスクに対応する監査手続を立案し、実施する。かかる手続には、財務諸表中の金額および開示に

関する証拠に対する試査による検証が含まれる。

 

・状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を理解する。これは、会社の

内部統制の有効性について意見を表明するためのものではない。したがって、かかる意見は表明しな

い。

 

・経営者によって採用された会計方針の適切性および経営者により行われた重要な会計上の見積りの合理

性の評価に加え、連結財務諸表の全体的な表示を評価する。

 

・合理的な期間にわたり継続企業として存続する会社の能力に重大な疑義を生じさせるような全体として

の状況または事象があるかどうかに関して、私たちの判断において結論付ける。

 

私たちは、統治責任者に対して、特に計画した監査の範囲とその実施時期、監査上の重要な発見事項およ

び監査の実施過程で識別した特定の内部統制関連の事項について報告することが求められている。

 

 

プライスウォーターハウスクーパース　エルエルピー

サンフランシスコ、カリフォルニア

2022年11月14日

 

（※）この監査報告書の訳文は、英語で作成された原文監査報告書を翻訳したものである。情報、見解また

は意見のあらゆる解釈において、英語版の原文監査報告書がこの訳文に優先する。
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Report of Independent Auditors

 

To the Management of Franklin Advisers, Inc

 

Opinion

 

We have audited the accompanying consolidated financial statements of Franklin Advisers, Inc and its subsidiaries (the

"Company"), which comprise the consolidated balance sheet as of September 30, 2022, and the related consolidated

statements of income and comprehensive income, of stockholder's equity and of cash flows for the year then ended,

including the related notes (collectively referred to as the "consolidated financial statements").

In our opinion, the accompanying consolidated financial statements present fairly, in all material respects, the financial

position of the Company as of September 30, 2022, and the results of its operations and its cash flows for the year then

ended in accordance with accounting principles generally accepted in the United States of America.

 

Basis for Opinion

 

We conducted our audit in accordance with auditing standards generally accepted in the United States of America (US

GAAS). Our responsibilities under those standards are further described in the Auditors' Responsibilities for the Audit of

the Consolidated Financial Statements section of our report. We are required to be independent of the Company and to

meet our other ethical responsibilities, in accordance with the relevant ethical requirements relating to our audit. We

believe that the audit evidence we have obtained is sufficient and appropriate to provide a basis for our audit opinion.

 

Responsibilities of Management for the Consolidated Financial Statements

 

Management is responsible for the preparation and fair presentation of the consolidated financial statements in

accordance with accounting principles generally accepted in the United States of America, and for the design,

implementation, and maintenance of internal control relevant to the preparation and fair presentation of consolidated

financial statements that are free from material misstatement, whether due to fraud or error.

In preparing the financial statements, management is required to evaluate whether there are conditions or events,

considered in the aggregate, that raise substantial doubt about the Company's ability to continue as a going concern for

one year after the date the financial statements are available to be issued.
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Auditors' Responsibilities for the Audit of the Consolidated Financial Statements

 

Our objectives are to obtain reasonable assurance about whether the financial statements as a whole are free from

material misstatement, whether due to fraud or error, and to issue an auditors' report that includes our opinion.

Reasonable assurance is a high level of assurance but is not absolute assurance and therefore is not a guarantee that an

audit conducted in accordance with US GAAS will always detect a material misstatement when it exists. The risk of not

detecting a material misstatement resulting from fraud is higher than for one resulting from error, as fraud may involve

collusion, forgery, intentional omissions, misrepresentations, or the override of internal control. Misstatements are

considered material if there is a substantial likelihood that, individually or in the aggregate, they would influence the

judgment made by a reasonable user based on the financial statements.

 

In performing an audit in accordance with US GAAS, we:

・　Exercise professional judgment and maintain professional skepticism throughout the audit.

・　Identify and assess the risks of material misstatement of the consolidated financial statements, whether due to fraud

or error, and design and perform audit procedures responsive to those risks. Such procedures include examining, on

a test basis, evidence regarding the amounts and disclosures in the financial statements.

・　Obtain an understanding of internal control relevant to the audit in order to design audit procedures that are

appropriate in the circumstances, but not for the purpose of expressing an opinion on the effectiveness of the

Company's internal control. Accordingly, no such opinion is expressed.

・　Evaluate the appropriateness of accounting policies used and the reasonableness of significant accounting estimates

made by management, as well as evaluate the overall presentation of the consolidated financial statements.

・　Conclude whether, in our judgment, there are conditions or events, considered in the aggregate, that raise

substantial doubt about the Company's ability to continue as a going concern for a reasonable period of time.

 

We are required to communicate with those charged with governance regarding, among other matters, the planned scope

and timing of the audit, significant audit findings, and certain internal control-related matters that we identified during

the audit.

 

PricewaterhouseCoopers LLP

San Francisco, California

November 14, 2022

 

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は本書提出代理人が

別途保管しております。

 

EDINET提出書類

フランクリン・アドバイザーズ・インク(E40158)

半期報告書（外国投資信託受益証券）

82/82


	表紙
	本文
	１ファンドの運用状況
	（１）投資状況
	（２）運用実績
	①純資産の推移
	②分配の推移
	③収益率の推移


	２販売及び買戻しの実績
	３ファンドの経理状況
	（１）資産及び負債の状況
	（２）投資有価証券明細表等

	４管理会社の概況
	（１）資本金の額
	（２）事業の内容及び営業の状況
	（３）その他

	５管理会社の経理の概況
	（１）資産及び負債の状況
	（２）損益の状況

	監査報告書

